
 

 仕 様 書  

 

 

令和８年度基幹バスシステム構築に向けた調査検討業務 
 

 

1 委託業務名 

令和８年度基幹バスシステム構築に向けた調査検討業務 

 

2 履行期間 

契約の日から令和９年３月 31 日までとする。 

 

3 業務目的 

沖縄県では、「那覇市・浦添市・宜野湾市・沖縄市・北中城村地域公共交通総合連携計

画」(以下、「連携計画」という。)を策定し、国道 58 号を中心とした基幹バスシステムの

導入により、定時速達性の向上や、利用者に分かりやすく、運営上も効率的なバス網を形

成するためのバス網再構築等の取り組みを各関係者にて検討・実施しており、令和４年３

月に改定された連携計画に基づき、これまでに那覇～胡屋への協力型バスレーン実証実験

実施に向けた検討を進めてきたところである。 

令和７年 1 月には琉球大学病院（以下「琉大病院」という。）が西普天間地区に移転し

たが、伊佐以北のバスレーン導入区間も含めた交通環境の変化が予想されていることから、

その対策も含め関係者と協議を進めてきたところである。 

また、沖縄県地域公共交通協議会においては、公共交通利用促進や路線バス運転手不足

への対応の観点から、那覇市～沖縄市以外のその他方面（北谷、与那原、糸満方面）への

基幹バスシステム導入に向けたバスレーン等の検討、連節バス導入に係わる基礎調査の検

討等が示されたところであり、公共交通利用促進に向けた各種取組を継続的に実施してい

く必要がある。 

以上のことから、本業務では、那覇～胡屋・北谷へのバスレーン導入に向けた調査検討、

西普天間交通対策の取組、その他方面における基幹バスシステム導入に向けたバスレーン

等の検討及び連節バス導入可能性の検討を進めることを目的に実施する。 

 

4 業務内容 

4-1 那覇～胡屋・北谷へのバスレーン導入に向けた協議等の実施 

✓以下の項目を踏まえ、検討の進め方を企画提案書で示すこと。 

(1) 関係機関を含めた合意形成に向けた協議の実施 
那覇～胡屋・北谷へのバスレーン導入を見据え、関係機関（交通管理者及び道路管理

者を含む）との合意形成に向けた協議を実施する。 
※「沖縄県公共交通活性化推進協議会」などの活用も含めて検討すること。 



(2) 合意形成のために必要な検討資料の作成 
(1)も踏まえ、関係機関との合意形成のために必要な検討を実施し、資料を作成する。

なお、過年度までに整理されている協力型バスレーン実証実験（素案）の内容を踏まえ

るものとする。 
※資料作成にあたってのデータ解析等含む 

(3) 実証実験効果検証の実施 
協力型バスレーン実証実験（素案）で示された、効果検証の視点、測定方法、測定の

時期等を踏まえ、関係機関との調整による必要となるデータ取得、実態調査の実施及

びそれらを活用した分析を行い、効果検証を取りまとめる。 

※具体的な効果計測及び必要な調査・箇所等は提案すること。 

 
4-2 バスレーン不連続区間に関する協議等の実施 

✓以下の項目を踏まえ、検討の進め方を企画提案書で示すこと。 

(1) 関係機関を含めた合意形成に向けた協議の実施 
国道 58 号バスレーン不連続区間へのバスレーン等の導入を見据え、関係機関（交通

管理者及び道路管理者を含む）との合意形成に向けた協議を実施する。 
(2) 合意形成のために必要な検討資料の作成 

(1)も踏まえ、関係機関との合意形成のために必要な検討を実施し、資料を作成する。

なお、検討にあたっては、必要な交通量調査データ等を整備した上で、ミクロ交通シミ

ュレーションによるバスレーン導入に伴う影響や効果等を検討する。 

 
4-3 西普天間交通対策に関する協議等の実施 

✓以下の項目を踏まえ、検討の進め方を企画提案書で示すこと。 

(1) 関係機関を含めた合意形成に向けた協議の実施 
西普天間地区への琉大病院の移転を踏まえ、必要な対策の促進に向け、関係者（琉球

大学、宜野湾市含む）との協議を実施する。 

  ※「沖縄県公共交通活性化推進協議会」などの活用も含めて検討すること。 

(2) 合意形成のために必要な検討資料の作成 
(1)も踏まえ、関係機関との合意形成のために必要な検討を実施し、資料を作成する。

なお、検討にあたっては、関係機関で検討・実施される対策等を踏まえること。 

 
4-4 与那原・糸満方面へのバスレーン等導入に向けた協議等の実施 

✓以下の項目を踏まえ、検討の進め方を企画提案書で示すこと。 

(1) 関係機関を含めた合意形成に向けた協議の実施 
与那原・糸満方面へのバスレーン等の導入を見据え、関係機関（交通管理者及び道路

管理者を含む）との合意形成に向けた協議を実施する。 

※開南バスレーンに関する協議も含めて実施すること。 
※「沖縄県地域公共交通協議会」などの活用も含めて検討すること。 



(2) 合意形成のために必要な検討資料の作成 
(1)も踏まえ、関係機関との合意形成のために必要な検討を実施し、資料を作成する。

なお、検討にあたっては、各方面バスレーン導入等に向けた主な検討課題を踏まえる

こと。 
※資料作成にあたってのデータ解析等含む 

 

4-5 公共交通利用促進に向けた調査検討 

✓以下の項目を踏まえ、検討の進め方を企画提案書で示すこと。 

(1) 実証実験データの分析 
今年度予定のてだこ浦西駅から琉球大学病院向けの路線バス(294 番)の早朝増便に

関する実証運行について、別途事業から提供予定のデータを用いて実証運行に関する

データ分析を行う。 

(2) バス網効率化に向けたデータ分析 
基幹バスシステムの実現や将来的なリソース不足への対応を踏まえ、国道 58 号沿線

のバス網効率化に向けたデータ分析を行う。 
※データ分析にあたっては、「沖縄県公共交通活性化推進協議会」、「市町村連携交通

会議」の協議状況を踏まえること。 

※分析するデータ及び分析の方針は提案すること 
(3) 連携計画改定に関する調査・検討 

連携計画の改定に向け、必要な調査・検討を行い、事業スケジュールを含めた資料を

作成する。 
※連携計画改定に向けた方針は提案すること 

 

4-6 連節バス導入可能性に関する調査検討 

✓以下の項目を踏まえ、検討の進め方を企画提案書で示すこと。 

(1) 基幹バスルート等を踏まえた連節バス導入に向けた協議資料の作成 
連節バス導入に向けた関係機関との合意形成のために必要な検討を実施し、資料を

作成する。 
※関係機関協議は発注者が行うが、協議内容としては導入ルート、道路構造、車両整

備環境（車庫、回送ルート等）、停車バス停、乗降方法、ダイヤ等を想定する。 
(2) 交差点部等における連節バス車両軌跡や停車バス停の調査 

交差点部等における連節バス車両軌跡の確認のため、連節バス導入が想定される

ルート上の主要交差点を対象に、停止線セットバック、路面標示の変更等の軽微な改

良を想定した検討を行う。 

また、ルート上の主要なバスの停車バス停留所においては、連節バス車両が停車す

る上での概略の課題を整理する。 

 



(3) 基幹バスルート等への連節バス導入に向けた課題等の整理 
(1)、(2)も踏まえ、連節バスの導入に必要となる課題・調整事項及び導入に向けた関

係機関の役割分担等を整理する。 

 

4-7 報告書作成等 

本業務の報告書は、4-1～4-6 の基礎情報及び検討結果や必要なバックデータ、図表につ

いて、盛り込まれていること。 

報告書のとりまとめにあたっては、調査内容について体系的に整理し、図表やイメージ

図等を用いて、県民にわかりやすい内容とするよう努めること。 

打ち合わせ協議は、５回実施するものとする（中間３回）。 

 

【業務実施にあたっての留意事項】 
※本業務の実施にあたり、必要となる直接経費は、当初見積において計上すること。 

※本業務の実施にあたり、収集が必要なデータについては提案によるが、購入に必要な費

用は、本業務の当初見積もりに含むものとする。また、データ購入にあたっては、本業

務のみならず、県の他部署でも利用可能な契約形態を検討すること。また、データ購入

にあたり、そのような契約形態が可能となった場合は、受注者は業務完了後においても、

県の求めに応じ、データの提供等に協力すること。 

 

5 成果品 

本業務の成果品は次のとおりとする。 

① 調査報告書（くるみ製本・Ａ４版） ・・・   ２部 
② 調査報告書（概要版） ・・・・・・・・・  ５部 
③ 上記１）及び２）の電子ファイル ・・・・  一式 
④ その他、沖縄県の指示する資料等 ・・・・  一式 

 

6 業務の実施体制等について 

受託者は業務遂行にあたり、本委託の目的および個々の調査の意図を理解した上で、

必要な諸条件を満足させるよう、専門的な技術を十分に発揮しなければならない。 
受託者は管理技術者を配置し、管理技術者は、業務内容、作業の進捗状況等を的確に把

握し監理するとともに、県監督員と緊密な連絡を取り、業務の方針および進捗状況を常

に確認するものとする。 
 

7 著作権等 

成果品の著作権及び所有権は沖縄県企画部交通戦略推進課に帰属する。ただし、本委

託業務実施にあたり、第三者の著作権等その他の権利に抵触するものについては、受託

者の責任及び費用を持って処理するものとする。 
沖縄県企画部交通戦略推進課の許可を受けずに、他に公表、貸与、使用してはならな

い。 
 



8 業務の再委託についての留意事項 

(1) 一括再委託の禁止 

契約の全部の履行を一括又は分割して第三者に委任し、又は請負わせることができ

ない。また、以下に定める「契約の主たる部分」については、その履行を第三者に委任

し、又は請負わせることができない。ただし、これにより難い特別な事情があるものと

してあらかじめ県が書面で認める場合は、これと異なる取扱いをすることがある。 
＜契約の主たる部分＞ 

     ア 契約金額のうち、調査分析業務等に係る経費 
     イ 企画、管理、指導監督などの統括的かつ根幹的な業務 

(2) 再委託の相手方の制限 

本契約の公募参加者であった者に契約の履行を委任し、又は請負わせることはでき

ない。また、指名停止措置を受けている者、暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する

者に契約の履行を委任し、又は請負わせることができない。 
(3) 再委託の承認 

契約の一部を第三者に委任し、又は請負わせようとするときは、あらかじめ書面によ

る県の承認を得なければならない。ただし、以下に定める「その他、簡易な業務」業務

を第三者に委任し、又は請負わせるときは、この限りではない。 
＜その他、簡易な業務＞ 

     ア 資料の収集・整理 
     イ 複写・印刷・製本 
     ウ 原稿・データの入力及び集計 

 エ 実証実験バスの運行 
     オ その他、上記以外に容易かつ簡易な業務がある場合は、県と別途協議を行った

業務 
 
9 他業務との連携について 

 沖縄県においては、以下の業務を発注（一部、発注予定を含む）しており、相互に連携

し業務の遂行にあたること。 
①令和８年度ＴＤＭ施策推進業務 

②令和８年度基幹バスシステム導入に向けた検討業務（沖縄県公共交通活性化推進協

議会） 

③令和８年度シームレスな陸上交通体系の構築に係る広報活動業務 
④令和８年度沖縄県交通デジタルシステム活用検討業務 
⑤沖縄鉄軌道導入を見据えたフィーダー交通可能性調査（Ｒ８） 
⑥道路整備と一体となった交通体系検討業務（R8） 
⑦令和８年度てだこ浦西駅交通結節機能強化検討業務 
⑧地域循環バス等実証事業委託業務 
⑨令和８年度交通困難者公共交通利用促進実証事業検討業務 



 以下、過年度の報告書も参考にすること。 
① 大型 MICE 施設に係る公共交通検討業務（R1-1）（沖縄県企画部交通政策課） 

② 沖縄本島における連節バス（BRT）導入に係る基礎調査（令和５年３月 沖縄総合

事務局運輸部企画室） 

 
 
10 その他 

本仕様書に明記されていない事項で、業務の実施にあたり、必要となる事項について

は、沖縄県企画部交通戦略推進課及び受託者で協議の上決定する 


